
◎ＦＡＱ～よくある質問 

Ｑ１．設備設置業者や車両販売店が代理申請を行うことはできますか。 

Ａ１．できません。 

Ｑ２．受付は先着順とのことですが、申請書類に不備があった場合、どうなりますか。 

Ａ２．申請書類が全て揃っている状態で「受付」とします。不備があった場合、解消されるまで受け付け

られません。その間に他の方の申請により予算額に達した場合、補助は受けられません。 

Ｑ３．申請書類の提出方法を教えてください。 

Ａ３．個人の場合は、①～③のいずれか、法人の場合は②か③のいずれかで提出できます。 

①ふくおか電子申請サービスによる提出（市公式WEBサイトからアクセス可） 

②環境政策課窓口への提出（令和８年６月１日から窓口時間が9:00～16:45に短縮） 

③郵送による提出（申請期限の令和９年３月１２日必着）  ※インターネットメールは不可。 

Ｑ４．予算額に達した場合、補助金を受けることはできませんか。 

Ａ４．予算額に達した時点で募集を終了します。ただし、先に提出された申請が補助金の要件を満たさず

に交付不可となった場合等に備え、先着順に最大２件分の仮受付を行います(交付決定を受けられない

案件がなければ、補助できません)。 

Ｑ５．国や市が実施している他の補助事業との併用はできますか。 

Ａ５．国・県の補助金との併用について、本市は制限していませんが、国・県の補助金については実施機

関に事前に確認してください。なお、蓄電池については糸島市脱炭素推進重点対策加速化事業との併用

はできません。 

Ｑ６．蓄電池やエコキュートを設置した住宅が、亡くなった親の名義です。補助対象となりますか。 

Ａ６．申請者の２親等内の親族が所有する住宅の場合は対象となりますが、亡くなった所有者の法定相続

人全員の承諾が必要です。申請者自身の責任で法定相続人全員から了承を得てください。 

Ｑ７．蓄電池やエコキュートを設置した住宅に申請者が住んでいない場合でも補助対象となりますか。 

Ａ７．申請者が設備を設置する住宅に住んでいない場合でも、申請者が設置費を負担して設備の所有者に

なり、かつ、２親等内の親族が住宅に居住して設備を使用する場合は対象となります。 

Ｑ８．申請者や工事の発注者、代金の支払者等の名義は別々でもよいですか。 

Ａ８．申請者、工事発注者、代金支払者、設備所有者、住宅所有者、住宅居住者、系統連系・電力受給契

約者は原則として同一である必要があります。 

※Ｑ６・７の場合や、系統連系・電力受給契約者が設置場所で同居している場合は可とします。 

Ｑ９．蓄電池の補助金額の計算方法を教えてください。 

Ａ９．蓄電池の補助金額は、1kWh当たり15,000円、住宅用は10万円、事業所用は100万円を上限とします。 

   蓄電容量に上記の額を乗じて得た額に1,000円未満の端数を生じるときは、これを切り捨てます。 

(例) 住宅用:蓄電容量(※) 6.5kWh×15,000円 = 97,500円 ➤ 補助金額97,000円 

住宅用:蓄電容量(※) 10kWh×15,000円 = 150,000円 ➤ 補助金額100,000円 

事業所用:蓄電容量 65kWh×15,000円 = 975,000円 ➤ 補助金額975,000円 

事業所用:蓄電容量 100kWh×15,000円 = 1,500,000円 ➤ 補助金額1,000,000円 

※蓄電容量は、Sii・一般社団法人環境共創イニシアチブに登録された蓄電容量とします。 
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Ｑ10．住宅(または事業所)に太陽光発電を設置していませんが、補助対象となりますか。 

Ａ10．補助対象外です。本制度では、住宅や事業所に設置された太陽光発電の自家消費を促進する目的で

蓄電池やエコキュート、ＥＶの設置・導入を補助しています。 

蓄電池等を設置した住宅・事業所や、自動車検査証記録事項における使用の本拠の位置に記載された

住宅・事業所において、交付申請時点で太陽光発電が設置されていることが条件となります。 

Ｑ11．なぜ自宅(または自社)に太陽光発電が設置されていない場合、補助対象外となるのですか。 

Ａ11．本補助金は、再生可能エネルギーの利用と自家消費・地産地消の向上によって電力由来の二酸化炭

素排出量を減らす目的で実施していることから、電力会社から供給される電気だけで蓄電、湯沸、充電

を行う設備・機器等の導入は補助対象外としています。 

また、本補助金は、市が実施している小水力発電の売電収入を「糸島市再生可能エネルギー推進基金」

として基金化したものを財源として活用しています。基金条例の目的である「再生可能エネルギー設備

の普及等」に沿った活用に限られるため、太陽光発電設置を要件としています。 

Ｑ12．蓄電池やエコキュートを設置する予定ですが、先に補助金の交付申請を行い、交付決定を受けた後

に設置することはできますか。 

Ａ12．できません。本補助金は、一人でも多くの市民の方にご利用いただけるよう、申請受付を長くする

ため、申請期限を年度末に設定しています(予算額に到達した場合には募集を終了します)。そのため、

交付申請・交付決定後の設置ではなく、補助対象物件の設置・導入後に交付申請を行っていただく制度

としていますので、事前申請はお受けできません。 

国の交付金を財源とする「糸島市脱炭素推進重点対策加速化事業」とはルールが異なりますのでご注

意ください。 

Ｑ13．自動車検査証記録事項と車検証(自動車検査証)の違いは何ですか。 

Ａ13．2023年１月以降、車検証が電子車検証に変更されていますが、従来の車検証に記載されている項目

の中に電子車検証に記載されない項目があるため、申請の際には自動車検査証記録事項の写しを提出し

ていただくことにしています。自動車検査証記録事項は、電子車検証と同時に発行されているものです。

万が一紛失された場合は、ご自身で車検証閲覧アプリを使って出力してください(詳しくは国土交通省

のホームページを参照してください)。 

Ｑ14．法定耐用年数を経過していませんが、自動車の買替で下取りに出します。補助金はどうなりますか。 

Ａ14．電気自動車の法定耐用年数は４年です。下取りは補助を受けた取得財産の財産処分に該当しますの

で、事前に市長の承認を得なければなりません。必ず市にご相談ください。なお、法定耐用年数の残余

期間に応じた返還金の納付を求めることがありますので、ご了承ください。 

 


